
 

平成 17 年度一般会計補正予算(第３号 専決処分)について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．歳入歳出予算補正                                 

 （１）一般会計補正の内容                                1,143百万円(県 1,143) 
 

■衆議院議員選挙費(衆議院の解散に伴う選挙の実施に伴う補正)      1,143百万円 
衆議院の解散に伴う、第 44回衆議院議員選挙を実施するための経費を補正する。 
選挙準備を早急に行う必要があり、臨時会を開催する暇がないことから、地方自治法第 179 
条に基づき、専決処分により補正を行います。なお、第３回市会定例会で専決処分について 
報告を行い、承認を求めます。 
 公示日：8月 30日(火) 
投票日：9月 11日(日) 

   
（参考）地方自治法第 179 条(専決処分) 

第 1 項 

     普通地方公共団体の議会が成立しないとき、第 113 条の但書の場合においてなお会議を開くこと

ができないとき、普通地方公共団体の長において議会を召集する暇がないと認めるとき、又は議会

において議決すべき事件を議決しないときは、当該普通地方公共団体の長は、その議決すべき事件

を処分することができる。 

   第 3 項 

       前 2 項の規定による処置については、普通地方公共団体の長は、次の会議においてこれを議会に

報告し、その承認を求めなければならない。 

  

  

 8 月 8 日の衆議院の解散に伴い、9月 11 日に行われる 第 44回衆議院議員選挙、最高裁判

所裁判官の国民審査に係る所要額について、市長専決処分により補正します。 

 

【歳入歳出予算補正】 

一般会計            １事業  １，１４３百万円 

全会計総計・純計        １事業  １，１４３百万円 



平成１７年度９月補正予算案(市第 90号議案)について 
 

９月補正（市第 90 号議案）では、歳入歳出予算補正として、参議院神奈川県選出議員

補欠選挙の実施に伴う補正を行います。 

 

【歳入歳出予算補正】 

一般会計            １事業  １，０５４百万円 

全会計総計・純計        １事業  １，０５４百万円 

 
 

 

１．歳入歳出予算補正                              
（１）一般会計補正の内容                                1,054百万円(県 1,054) 
 

■参議院議員選挙費(神奈川県選出議員補欠選挙の実施に伴う補正)      1,054百万円 
参議院神奈川県選出議員が第 44回衆議院議員総選挙へ立候補し、参議院神奈川県選挙 
区の欠員数が、定数の 1/4を超える事態となったため、公職選挙法第 113条により、 
補欠選挙を実施する。 
 告示日：10月 6日(木) 
投票日：10月 23日(日) 

       
   （参考）公職選挙法第 113 条(補欠選挙及び増員選挙) 

    ４ 参議院(選挙区選出)議員(在任期間を同じくするものをいう。)の場合には、通常選挙に 

おける当該選挙区の議員の定数の４分の１を超えるに至ったとき。 

     

※参議院神奈川県選挙区定数６名のうち、「在任期間を同じくするもの」は３名。 

３名のうち、１名が欠けることになるため、補欠選挙の要件である4分の1を超えるこ 

とになる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成１７年度９月補正予算案(市第 91号議案・水第２号議案)について 
 

９月補正（市第 91 号議案、水第２号議案）では、債務負担行為の補正(予算外義務負 

担の追加)を行います。 

 
 

【債務負担行為補正】 

予算外義務負担の設定（一般会計１件、企業会計１件） ２件 

 

 

１．債務負担行為補正（予算外義務負担の追加）                   

 
（１）一般会計  
［債務負担設定理由］ 
平成 18年度から横浜市松風学園(知的障害者更生施設)に ESCO 事業を導入する準備とし 

て、10 月に事業者と ESCO サービス契約を締結する予定であることから、予算外義務負担

を設定します。 
  事   項 期    間 限度額 

横浜市松風学園 ESCO事業委託契約の締結

に係る予算外義務負担 

平成 18年度から 
平成 25年度まで 

140,000千円 

 

   〔横浜市松風学園ESCO事業の概要〕 
・事業年度：平成 18年度から平成 25年度(8年間) 

   ・事業主体：㈱明電舎、豊産業㈱ 

   ・事 業 費：140,000千円 
         (ESCO事業者に支払うサービス料 19,000千円／年) (a) 
  ・効  果：省エネルギー率 41.4％、CO･²排出削減率 45.3％ 

年間光熱水費 49,000千円／年 → 26,000千円／年[▲47%削減] 
光熱水費削減額 23,000千円／年(b) 
※上記の削減が達成された場合の横浜市の利益 (b)-(a)=4,000千円／年 

 
 

（２）企業会計  
  ［債務負担設定理由］ 
        平成 18年４月から７区で実施する予定の水道メーター検針業務の委託契約において、 

複数年度(３年間)の契約を締結することから、予算外義務負担を設定します。 
事   項 期    間 限度額 

水道メーター検針業務委託契約の締結に係

る予算外義務負担 

平成 18年度から 
平成 20年度まで 

1,571,000千円 

     
〔水道メーター検針業務委託事業〕 

・実施済み：6区 H15年度：中・保土ケ谷・泉区 

H17年度：南・金沢・都筑区 



平成１７年度９月補正予算案の内容（市第90号議案）

(単位：百万円)

選管
事務局

全会計純計 1,054

全会計総計 1,054

一 般 会 計

参議院議員選挙費 1,054

局名 事業名 補正額

01,054

財　　　源

国 県 その他 市債 一般財源

参考資料



平成17年度歳入・歳出補正予算の概要（9月補正）

【一般会計】

当初
9月現計
①

最終現計
②

５月現計 専決処分*
今回補正
(市第90号
議案)

9月現計
③

③／① ③／②

1,294,677 1,295,660 1,322,165 1,284,292 1,143 1,054 1,286,489 ▲ 0.7% ▲ 2.7%

210,225 210,225 210,228 209,153 323 289 209,765 ▲ 0.2% ▲ 0.2%

217,811 217,811 225,924 233,500 0 0 233,500 7.2% 3.4%

237,036 237,046 238,751 222,291 820 765 223,876 ▲ 5.6% ▲ 6.2%

252,133 253,106 255,925 241,069 0 0 241,069 ▲ 4.8% ▲ 5.8%

単独事業 143,403 144,863 145,624 140,192 0 0 140,192 ▲ 3.2% ▲ 3.7%

補助事業 108,730 108,243 110,301 100,877 0 0 100,877 ▲ 6.8% ▲ 8.5%

180,236 180,236 185,311 186,218 0 0 186,218 3.3% 0.5%

197,236 197,236 206,026 192,061 0 0 192,061 ▲ 2.6% ▲ 6.8%

341,025 340,669 351,222 326,613 1,143 1,054 328,810 ▲ 3.5% ▲ 6.4%

国庫支出金 159,570 159,215 169,105 156,160 0 0 156,160 ▲ 1.9% ▲ 7.7%

県支出金 21,514 21,514 21,857 24,113 1,143 1,054 26,310 22.3% 20.4%

その他 159,941 159,940 160,260 146,340 0 0 146,340 ▲ 8.5% ▲ 8.7%

145,645 145,645 145,645 133,993 0 0 133,993 ▲ 8.0% ▲ 8.0%

808,007 809,346 825,298 823,686 0 0 823,686 1.8% ▲ 0.2%

うち市税 644,722 644,722 651,770 653,222 0 0 653,222 1.3% 0.2%

1,484,760 1,488,250 1,513,909 1,528,309 0 0 1,528,309 2.7% 1.0%

673,410 673,410 678,552 667,657 0 0 667,657 ▲ 0.9% ▲ 1.6%

（単位：百万円）

16年度

【特別会計】

施設等整備費

公債費

繰出金

特定財源

人件費

行政運営費

歳出総額

17年度 伸び率

扶助費

市債

一般財源

【企業会計】

＊専決処分は、衆議院の解散に伴う衆議院議員総選挙にかかる費用について、8月18日市長専決処分としたものです。
  なお、第３回定例会で市会に報告し、承認をお願いします。

参考資料


